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　平成 30 年７月豪雨では、西日本を中心に広

い範囲で記録的な大雨となり、岡山県、広島

県、愛媛県等で河川の氾濫や土砂災害が相次

ぎ、豪雨災害では平成最大の 200 名を超える

死者・行方不明者が発生する等、各地で甚大

な被害が発生しました（図１、図２）。気象庁

が大雨特別警報を発表する可能性があるとの

緊急会見を行うなど、深刻な被害が発生する

恐れについての情報が事前に発信されました。

また、気象条件の悪化により自治体からの避

難勧告等の防災情報が出されたものの、自宅

等に留まる等により多くの方が亡くなる結果

となってしまいました。

　平成 30 年７月豪雨を教訓とし、避難対策の

強化について検討するため、政府は平成 30 年

８月に中央防災会議防災対策実行会議の下に

「平成 30 年７月豪雨による水害・土砂災害か

らの避難に関するワーキンググループ」を設

置しました。ワーキンググループでは被災の

大きかった岡山県、広島県、愛媛県での現地

調査を踏まえ、今後実施すべき対策について

議論が行われ、平成 30 年 12 月に報告がとり

まとめられました。

　平成 30 年７月豪雨では、洪水や土砂災害等、

様々な形態による被害が発生したことを受け、

洪水対策や土砂災害対策、治山対策、ため池

対策、防災気象情報について関係省庁にて検

討が行われました。ワーキンググループでは、

それらの検討と連携し、避難対策の強化に向

けた検討が行われ、下記のとおり、今後の水

害・土砂災害からの避難対策への提言として、

避難に対する基本姿勢や実施すべき取組等が

示されました（図３）。

＜避難に対する基本姿勢＞

ⅰ .現状

　行政は防災対策の充実について不断の努力

を続けていますが、地球温暖化に伴う気象状

況の激化や行政職員が限られていること等に

より、突発的に発生する激甚な災害への行政

主導のハード対策・ソフト対策に限界がみら

れました。防災対策を今後も維持・向上する

ために国民全体で共通理解のもと、住民主体

の防災対策に転換していく必要があります。

ⅱ .目指すべき社会

　これまでの「行政主導の取組を改善するこ

とにより防災対策を強化する」という方向性

を根本的に見直し、住民が「自らの命は自ら

が守る」意識を持って自らの判断で避難行動
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１　はじめに

２　報告の概要

図２　土砂災害状況（広島県安芸郡坂町小屋浦）

図１ 浸水被害状況（岡山県倉敷市真備町）



実させます。

全国で専門家による支援体制を整備

①の取組を支援するため、全国で地域に精

通した防災の専門家による支援体制を整備

します。

住民の行動を支援する防災情報を提供

防災情報を５段階の警戒レベルにより提供

することなどを通して、受け手側が情報の

意味を直感的に理解できるような取り組み

を推進します。

地域のリスク情報を容易に入手できるよう、

各種災害リスク情報を集約して一元化し、

重ね合わせて表示します。

ⅰ .学校における防災教育・避難訓練

　命を守る行動（避難）を実践的に学ぶこと

により、「自らの命は自らが守る」意識が醸成

された地域社会を構築するために、子供のこ

ろから地域の災害リスクを知ることが重要で

す。防災関係機関（市町村防災部局、河川・

砂防担当部局（国・都道府県）、気象台等）の

支援のもと、水害・土砂災害のリスクがある

全ての小中学校において、毎年、梅雨や台風

をとり、行政はそれを全力で支援するという、

住民主体の取組の強化による防災意識の高い

社会を構築する必要があります。

ⅲ .実現のための戦略

　「自らの命は自らが守る」という意識が社会

での共通認識となり、住民が適切に災害を理

解し、防災対策や避難行動がとれるよう、住

民と行政が一体となって以下の取組を全国で

展開します。

＜取組＞

災害リスクのある全ての地域であらゆる世

代の住民への普及啓発

災害リスクのある全ての小・中学校等※に

おける避難訓練とあわせ防災教育を実施し

ます。

全国の地域において、地域防災リーダーを

育成し、防災力を強化します。

高齢者に対して、全国で防災と福祉が連携

し、高齢者の避難行動に対する理解を促進

します。

浸水想定区域内・土砂災害警戒区域内に位

置し、水防法・土砂災害防止法に基づき地

域防災計画に位置付けられた施設。その他

の小学校、中学校においても防災教育を充

９

図３　避難に関する基本姿勢

３　代表的な取組事例
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時期を迎える前までを目途に避難訓練と合わ

せ防災教育を実施する体制を構築します。防

災教育と避難訓練の連携により、効果的に地

域の水害リスクや防災情報の理解、避難場所

や避難タイミング等を確認します。

　過去の取組事例として矢作川の氾濫により

校舎の 3 階まで浸水が想定される愛知県豊田

市元城小学校において、近隣のショッピング

センターを避難場所として避難訓練を実施し

ました。国土交通省から防災教育の支援とし

て、事前指導用のイラスト・パネルを提供し

ました（図４、図５）。

ⅱ .地域避難に関する取組の強化

　地域の多くの意見をまとめる見識や能力等

を有する地域のリーダーが、水害・土砂災害

に関する専門的知見を有しているとは限りま

せん。各地における自助・共助の取組（災害・

避難カードの作成、地区防災計画の策定等）

の適切かつ継続的な実施に向け、水害・土砂

災害に関する豊富な知見を有する専門家の支

援により、「地域防災リーダー」の育成が必要

となります。

　大規模氾濫減災対策協議会等において、地

域の取組を支援できる専門家をリスト化しま

す。地域に精通した水害、土砂災害、防災気

象情報の専門家について市町村が支援しても

らいたい内容に応じて人材をリストから選定

しアドバイザーとして活用します。

　過去の取組事業として愛媛県大洲市三善地

区で自治会長等が専門家による支援を受けな

がら災害避難カード作成等の取組を実施しま

した（図６）。

図４ パネルによる事前指導
（愛知県豊田市立元城小学校）

図５ ショッピングセンターへの避難訓練
（愛知県豊田市立元城小学校）

図６　専門家による地域防災力の強化
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ました。そのため、地域の災害リスクに応じ

た避難行動をとるには、様々な自然災害のリ

スクについて平時から理解するとともに、災

害時にも容易に確認できることが重要です。

複数の災害リスクを一元的に把握できるよう

に、各種災害のリスク情報等を重ね合わせて

表示できるシステムを構築するとともに、表

示情報の充実を図っていきます（図８）。

　平成 30 年 12 月の「平成 30 年７月豪雨によ

る水害・土砂災害からの避難に関するワーキ

ンググループ」報告により、内閣府では、関

係省庁と連携し、このような住民の主体的な

ⅲ .高齢者の避難行動に対する理解の促進

　高齢者が地域で安心・安全に生活を送るた

めには、災害時に適切な避難行動がとれるよ

う、日頃より、高齢者一人ひとりが地域と連

携して、災害リスクや避難場所、避難のタイ

ミングへの理解を深めることが必要になりま

す。防災・減災への取組実施機関と地域包括

支援センターやケアマネージャーが連携し、

水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向

けた取組を実施していきます。

　ケアマネージャーの職能団体の災害対応研

修等の場を活用し、ケアマネージャーへハザー

ドマップ等の説明会を実施、地域包括支援セ

ンターへのハザードマップの掲示や避難訓練

のお知らせ等の防災関連のパンフレットを設

置しました。また、大規模氾濫減災協議会の

構成員による地域包括支援センターの住民向

け講座等の機会を活用した最新の防災・減災

施策の説明や高齢者自身の災害・避難カード

の作成に対する協力、大規模減災対策協議会

において地域包括支援センター・ケアマネー

ジャー等の日常業務における防災に関する取

組事例の共有を行います（図７）。

ⅳ .マルチハザードのリスク認識

　平成 30 年７月豪雨では、洪水や土砂災害、

ため池の決壊等の多様な災害が同時に発生し

■平成 30 年７月豪雨を踏まえた水害 ・ 土砂災害からの避難の在り方について■

４　警戒レベルを用いた
　　防災情報の発信

図７ 減災対策協議会（荒川水系（東京都））

図８ 災害リスクの重ね合わせ
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避難行動の支援に向け、平成 31 年３月に住

民等が的確な避難行動をとれるよう、「避難勧

告等に関するガイドライン」を改定しました。

住民等が情報の意味を直感的に理解できるよ

う、防災情報を５段階の「警戒レベル」によ

り提供し、とるべき行動の対応を明確化しま

した。また、国土交通省や気象庁、都道府県

が発表する防災気象情報についても避難情報

が発令されていない段階において、住民等が

自主的に避難行動をとる際に参考となる情報

として活用してもらうために５段階の「警戒

レベル相当情報」として提供します。

　５段階の各警戒レベル情報及び警戒レベル

相当情報について説明します。レベルが１か

ら５になるにつれて災害の切迫度があがりま

す。

　警戒レベル１は数日以内に警報クラスの大

雨などが予想される場合に発表されます。災

害への心構えを高めてください。

　警戒レベル２は大雨・洪水注意報とともに

発表されます。避難に備え自らの避難行動を

再確認してください。例えば、ハザードマッ

プ等により災害リスク、避難場所や避難経路、

避難のタイミング等の再確認、避難情報の把

握手段の再確認・注意などを行ってください。

また、警戒レベル２相当情報として、洪水に

ついては河川の氾濫注意情報・洪水警報の危

険度分布（注意）、土砂災害については土砂災

害に関するメッシュ情報（注意）が発表され

ます。

　警戒レベル３は避難準備・高齢者等避難開

始情報とともに発表されます。避難に時間の

かかるご高齢の方、障害のある方、乳幼児等

の要配慮者とその支援者の方は立ち退き避難

をしてください。その他の方は立ち退き避難

準備を整え、以後の防災情報、水位情報等に

注意を払いながら、自発的な避難をしてくだ

さい。警戒レベル３相当情報として洪水につ

いては河川の氾濫警戒情報・洪水警報・洪水

警報の危険度分布（警戒）、土砂災害について

は大雨警報（土砂災害）・土砂災害に関するメッ

シュ情報（警戒）が発表されます。

　警戒レベル４は避難勧告、または災害が発

生するおそれが極めて高い状況等において、

地域の状況に応じて緊急的または重ねて避難

を促す場合に出される避難指示（緊急）とと

もに発表されます。全ての方は立ち退き避難

をしてください。災害が発生するおそれが極

めて高い状況等で、指定緊急避難場所への立

退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねな

図９ 警戒レベルと防災情報の関係
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　警戒レベル情報で一番大切なことは警戒レ

ベル３で高齢者等は避難、警戒レベル４で全

員が避難を徹底することです（図 10）。

　また、市町村は、様々な情報をもとに、避

難情報を発令する判断を行うことから、必ず

しも防災気象情報と同じレベルの避難情報が、

同時に発令されるわけではありません。自ら

の命は自ら守る意識を持って、防災気象情報

も参考にしながら適切な避難行動をとってく

ださい。

　加えて、災害種別に応じて、洪水で「警戒

レベル４相当情報」がすでに出ているなかで、

土砂災害で「警戒レベル３相当情報」が出る

ケースもあります。その際は洪水の危険性が

４から３に下がったわけではなく、洪水は４

のままで、土砂災害の３が追加されたことに

なります。発令の対象地域につきましては洪

水と土砂災害の両方の災害を警戒してくださ

い。

　水害や土砂災害から命を守るために、平時

より居住地にどのような危険があるか確認し

ましょう。市区町村が作成しているハザード

マップから河川が氾濫した場合には何ｍ浸水

してしまうのか、土砂

災害が起こりやすい場

所ではないか等の確認

をしておきましょう。

また、避難場所を確認

し、そこまでの経路や

移動手段について計画

しておきましょう。

いと自ら判断する場合には、近隣の安全な場

所への避難や屋内のより安全な部屋への移動

等の緊急の避難をしてください。なお、避難

指示（緊急）は、地域の状況に応じて緊急的

に又は重ねて避難を促す場合などに発令され

るもので、必ず発令されるものではありませ

ん。避難勧告が発令され次第、避難指示を待

たずに速やかに避難をしてください。また、

警戒レベル４相当情報として洪水については

河川の氾濫危険情報・洪水警報の危険度分布

（非常に危険）、土砂災害については土砂災害

警戒情報・土砂災害に関するメッシュ情報（非

常に危険）、（極めて危険）が発表されます。

　警戒レベル５は災害発生情報です。必ず発

令されるものではなく、災害が実際に発生し

ていることを把握した場合に、可能な範囲で

発令されます。すでに災害が発生している状

況ですので、避難所まで移動することがかえっ

て危険な場合もあります。そのため、近隣の

安全な場所や屋内のより安全な場所に移動す

る等、「命を守るための最善の行動」をとって

ください。警戒レベル５相当情報として洪水

については河川の氾濫発生情報・大雨特別警

報（浸水害）、土砂災害については大雨特別警

報（土砂災害）が発表されます（図９）。

■平成 30 年７月豪雨を踏まえた水害 ・ 土砂災害からの避難の在り方について■

５　おわりに

図 10　警戒レベルと防災行動




